









司法書士会が設立した法人）約 5,000 名、社会福祉士会は約 3,500 名であり、合計で 1万 1,700
名程度にとどまっている。さらに、その実働はそこから 2～3割程度2）であるという現状では、
やがて急増すると予測されている認知症高齢者等への専門職後見人の数的限界を迎えるであろ
〔 抄 録 〕









これらの、実践的課題から 2012（平成 24）年 6月に「老人福祉法の一部改正（老人福祉法
第 32 条の 2第 1項）」1）により市民後見人の養成を全国の市町村に呼びかけることとなった。
この法改正は、市民後見人の養成は強制実施ではなく、各市町村の判断で養成事業を行うよう
になっている。
筆者は近畿圏 A 市、B 市の 2市の市民後見人養成事業の運営委員長としてかかわってきた
がその養成事業及び市民後見人の活動の実情から運用上の課題についてまとめることとした。






















































































詳細は、資料 1を参考にしていただきたいが、基礎研修・実践研修で合計 50 単位（39 単位
は講義・実務・演習）＋11 単位（体験学習＋レポート作成）50 単位、総時間数 2,340 分となっ
ている。
基礎研修（21 単位／1,260 分）では、市民後見概論（3単位／180 分）、対象者理解（4.5 単位／
270 分）、成年後見制度の基礎（4単位／240 分）、民法の基礎（2単位／120 分）、関係制度・法
律（5.5 単位／330 分）、市民後見活動の実際（2単位／120 分）。
実践研修（29 単位／1,080 分）＋α（体験実習・レポート作成）となっており、対人援助の基
礎（2単位／120 分）、体験実習（8単位／1 日半＋30 分）、家庭裁判所の役割（1.5 単位／90 分）、






















近畿圏 A 市では、1期生合格者が 25 名に絞り込まれた。平均年齢者 58.7 歳であり、資格保
有者は、介護支援専門員、介護福祉士、行政書士、社会保険労務士、ホームヘルパー、教員免























































３） 平成 23 年度老人保険健康増進等事業により厚生労働省，法務省，最高裁判所オブザーバーとして参加
した「介護と連動する市民後見研究会」（事務局：特定非営利活動法人地域政策ネットワーク）におい
て策定された．
地域政策ネットワークの URL : http : //www.jichitai-unit.ne.jp/
４） 黒田美亜紀『成年後見人による被後見人の預貯金着服と成年後見監督人家庭裁判所（国）の責任－大阪
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